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二
〇
二
〇
年
三
月
に
世
界
保
健
機
関
（
Ｗ
Ｈ
Ｏ
）
が
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
の
パ
ン
デ
ミ
ッ
ク
（
世
界
的
大
流
行
）
を
宣
言
し
て
以
降
、

東
南
ア
ジ
ア
諸
国
連
合
（
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
）
地
域
で
は
ベ
ト
ナ
ム
、
タ

イ
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
を
中
心
に
感
染
を
抑
え
込
み
、
国
際
社
会
か
ら

「
優
等
生
」
と
称
賛
さ
れ
て
き
た
。
し
か
し
今
年
四
月
以
降
、
感
染

力
が
強
い
変
異
種
デ
ル
タ
株
の
流
入
と
、
ワ
ク
チ
ン
確
保
が
後
手
に

回
っ
た
こ
と
か
ら
、
第
３
四
半
期
に
か
け
て
爆
発
的
に
感
染
が
拡
大

し
た
。
各
国
政
府
の
「
ロ
ッ
ク
ダ
ウ
ン
」（
都
市
封
鎖
）
や
「
操
業

制
限
」
措
置
に
よ
り
、
生
産
活
動
の
停
止
や
稼
働
率
低
下
を
余
儀
な

く
さ
れ
た
企
業
も
少
な
く
な
い
。

���

東
南
ア
ジ
ア
の
「
供
給
シ
ョ
ッ
ク
」
は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
・
サ
プ
ラ

イ
チ
ェ
ー
ン
（
Ｇ
Ｓ
Ｃ
）
を
通
じ
て
瞬
く
間
に
日
本
を
含
め
た
世
界

に
伝
播
、
日
本
の
ほ
ぼ
全
て
の
自
動
車
企
業
は
、
一
時
的
に
操
業
停

止
に
追
い
込
ま
れ
た
。

東
ア
ジ
ア
全
体
に
拡
が
る
日
本
企
業
の
Ｇ
Ｓ
Ｃ

���

日
本
企
業
は
長
年
に
わ
た
り
直
接
投
資
を
投
下
し
、
海
外
事
業
を

広
範
囲
に
展
開
、
深
化
さ
せ
て
き
た
。
特
に
、
日
本
企
業
の
海
外
展

開
を
促
し
た
の
は
、
一
九
八
五
年
九
月
の
プ
ラ
ザ
合
意
で
あ
る
。
急

激
な
「
円
高
」
に
対
応
す
べ
く
、
企
業
は
汎
用
品
の
新
た
な
生
産
拠

点
を
求
め
、
特
に
東
南
ア
ジ
ア
に
次
々
と
進
出
し
て
い
っ
た
。

���

海
外
進
出
初
期
は
、
日
本
か
ら
原
材
料
や
中
間
財
を
供
給
し
、
現

地
の
安
価
な
労
働
力
を
用
い
て
完
成
品
に
組
み
立
て
る
パ
タ
ー
ン
が

主
流
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
円
高
基
調
の
継
続
や
最
終
組
立
企
業
か

国
士
舘
大
学
教
授

助
川
成
也

日
本
が
先
駆
け
て
東
南
ア
ジ
ア
に
構
築
し
た

グ
ロ
ー
バ
ル
・
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
（
Ｇ
Ｓ
Ｃ
）
は

コ
ロ
ナ
禍
で
寸
断
さ
れ
、
自
動
車
業
界
を
中
心
に
世
界
で

生
産
停
止
が
相
次
い
で
い
る
。
Ｇ
Ｓ
Ｃ
強
靭
化
に
向
け
て
、

模
索
を
続
け
る
「
現
場
」
に
密
着
し
て
考
え
る
。

す
け
が
わ　

せ
い
や　

九
州
大
学
大
学
院
経
済
学
府

博
士
後
期
課
程
修
了
、
博
士
（
経
済
学
）。
日
本
貿
易

振
興
機
構
（
ジ
ェ
ト
ロ
）
で
海
外
調
査
部
、
バ
ン
コ
ク

事
務
所
主
任
調
査
研
究
員
、海
外
地
域
戦
略
主
幹
（
Ａ

Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
）な
ど
を
経
て
、二
〇
一
七
年
に
国
士
舘
大
学
、

二
〇
年
に
現
職
。
著
書
に
『
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
経
済
共
同
体

の
実
現
と
日
本
』（
共
著
）『
サ
ク
ッ
と
わ
か
る 

ビ
ジ
ネ

ス
教
養 

東
南
ア
ジ
ア
』（
監
修
）
な
ど
。

東
南
ア
ジ
ア
の
感
染
拡
大
と

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
危
機
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ら
の
現
地
生
産
・
調
達
へ
の
協
力
要
請
な
ど
か
ら
、
海
外
進
出
は
一

次
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
、
そ
し
て
二
次
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
へ
と
深
化
し
、
部

品
レ
ベ
ル
で
も
海
外
生
産
が
増
え
て
い
っ
た
。
そ
の
軌
跡
は
海
外
進

出
企
業
の
海
外
生
産
比
率
に
表
れ
る
。
プ
ラ
ザ
合
意
の
一
九
八
五

年
で
八
％
（
年
度
ベ
ー
ス
）
で
あ
っ
た
が
、
九
六
年
に
二
〇
％
台
、

二
〇
〇
五
年
に
三
〇
％
台
、
直
近
の
一
九
年
で
三
七
・
二
％
に
達
し

た
。

���

時
間
の
経
過
と
と
も
に
現
地
調
達
が
強
化
さ
れ
た
こ
と
も
、
日

本
企
業
の
進
出
を
後
押
し
し
た
。
世
界
貿
易
機
関
（
Ｗ
Ｔ
Ｏ
）
の
Ｔ

Ｒ
Ｉ
Ｍ
ｓ
（
貿
易
に
関
連
す
る
投
資

措
置
に
関
す
る
協
定
）
で
は
、
Ａ
Ｓ

Ｅ
Ａ
Ｎ
な
ど
の
新
興
国
で
現
地
調
達

要
求
が
禁
止
さ
れ
る
二
〇
〇
〇
年
以

前
、
例
え
ば
タ
イ
政
府
は
自
動
車
や

バ
イ
ク
の
エ
ン
ジ
ン
な
ど
で
、
期
限

を
区
切
っ
て
国
産
化
率
の
引
き
上
げ

を
求
め
る
な
ど
国
産
化
政
策
を
推
進

し
た
。
メ
ー
カ
ー
の
目
標
達
成
を
後

押
し
す
べ
く
、
一
次
、
二
次
サ
プ
ラ

イ
ヤ
ー
が
現
地
生
産
に
乗
り
出
し

た
。

���

た
だ
し
、
大
手
企
業
と
異
な
り
中
堅
・
中
小
企
業
が
主
で
あ
る
二

次
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
以
下
は
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
で
複
数
の
製
造
拠
点
を
持

つ
資
金
的
・
人
的
余
力
が
な
い
企
業
も
少
な
く
な
い
。
企
業
は
こ
の

解
を
自
由
貿
易
協
定
（
Ｆ
Ｔ
Ａ
）
に
求
め
た
。
市
場
と
し
て
最
も
有

望
な
国
に
製
造
拠
点
を
置
い
て
集
中
生
産
、
周
辺
国
に
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
用

い
て
低
関
税
ま
た
は
無
関
税
で
供
給
す
る
モ
デ
ル
で
あ
る
。

���

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
先
発
加
盟
国
は
域
内
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
「
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
自
由

貿
易
地
域
」（
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
）
に
よ
り
、
〇
三
年
に
全
品
目
の
関
税
を

〇
～
五
％
に
削
減
、
同
時
に
六
割
の
品
目
で
関
税
を
〇
％
化
し
た
。

さ
ら
に
〇
五
年
以
降
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
は
中
国
、
日
本
、
韓
国
、
オ
ー

ス
ト
ラ
リ
ア
・
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
、
イ
ン
ド
の
六
ヵ
国
と
Ａ
Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ
＋
１
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
次
々
と
誕
生
さ
せ
た
。
〇
五
年
七
月
、
Ａ
Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ
は
世
界
の
工
場
・
中
国
と
の
間
で
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
発
効
さ
せ
た
。
在

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
日
系
企
業
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
は
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
よ
り

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
域
内
、
さ
ら
に
は
東
ア
ジ
ア
へ
と
国
境
を
越
え
て
拡
大

し
、
ま
さ
に
グ
ロ
ー
バ
ル
・
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
に
昇
華
し
て
い
っ

た
の
で
あ
る
。

���
在
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
日
系
製
造
企
業
の
調
達
の
う
ち
、
日
本
か
ら

は
〇
五
年
時
点
で
平
均
三
九
・
三
％
で
あ
っ
た
が
、
二
〇
年
に
は

三
〇
・
五
％
ま
で
減
少
し
た
。
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
域
内
調
達
も
緩
や
か
に

減
少
し
て
い
る
。
代
わ
っ
て
増
加
し
た
の
が
中
国
だ
。
一
九
年
以
降
、

（資料）アジア・オセアニア進出日系企業実態調査（ジェトロ）

現地 35.4  45.9  39.8  42.6 
日本 39.3  33.6  33.2  30.5 
ASEAN 13.5    9.8    9.6    9.0 
中国   3.6    4.6    8.6   9.9 
その他  8.2    6.1    8.8   8.2 
  

表１　在ASEAN日系製造企業の調達比率推移
（単位：％） 2005 年 10 年 15 年 20 年
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中
国
か
ら
の
調
達
は
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
を
上
回
っ
て
い
る
（
表
１
）。
Ａ

Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
が
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
締
結
し
て
い
る
前
述
の
六
ヵ
国
か
ら
の
調
達

は
、
二
〇
年
時
点
で
輸
入
調
達
額
全
体
の
九
〇
・
五
％
に
達
し
て
い

る
。

日
本
企
業
の
Ｇ
Ｓ
Ｃ
に
コ
ロ
ナ
の
外
的
衝
撃

　

国
境
を
越
え
て
東
ア
ジ
ア
全
体
に
広
が
っ
た
日
本
企
業
の
Ｇ
Ｓ
Ｃ

で
あ
る
が
、
そ
の
一
方
で
贅
肉
を
削
ぐ
努
力
が
続
け
ら
れ
て
き
た
。

特
に
、
Ｇ
Ｓ
Ｃ
の
長
大
化
は
「
輸
送
中
在
庫
」
増
を
招
き
、
コ
ス
ト

と
し
て
跳
ね
返
る
。
そ
の
た
め
ジ
ャ
ス
ト
イ
ン
タ
イ
ム
方
式
な
ど
に

よ
り
、在
庫
圧
縮
と
輸
送
時
間
短
縮
の
取
り
組
み
が
行
わ
れ
て
き
た
。

　

し
か
し
、
贅
肉
が
削
ぎ
落
と
さ
れ
た
日
本
企
業
の
Ｇ
Ｓ
Ｃ
を
外
的

衝
撃
が
襲
っ
た
。
二
〇
一
一
年
三
月
の
東
日
本
大
震
災
、
そ
し
て

一
〇
月
の
タ
イ
大
洪
水
で
あ
る
。
東
日
本
大
震
災
は
Ｇ
Ｓ
Ｃ
を
通
じ

て
在
外
日
系
企
業
に
も
影
響
を
及
ぼ
し
た
。
在
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
、
南
西

ア
ジ
ア
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
日
系
企
業
を
対
象
に
実
施
し
た
ア

ン
ケ
ー
ト
調
査
（
回
答
企
業
七
八
一
社
）
に
よ
れ
ば
、
被
災
地
域

に
工
場
を
構
え
る
企
業
は
約
三
割
、
調
達
先
が
被
災
し
た
企
業
は

四
五
・
八
％
に
の
ぼ
っ
た
。
そ
の
結
果
、
全
体
で
七
〇
・
一
％
の
現
地

法
人
が
輸
入
調
達
で
困
難
に
陥
っ
た
（
表
２
）。

���

一
方
、
同
年
一
〇
月
に
発
生
し
た
タ
イ
大
洪
水
に
よ
っ
て
、
バ
ン

コ
ク
北
方
に
位
置
す
る
七
つ
の

工
業
団
地
が
被
災
し
た
。
こ
れ

ら
地
域
は
電
気
・
電
子
機
器
の

一
大
産
業
集
積
地
で
あ
っ
た
。

ジ
ェ
ト
ロ
が
洪
水
発
生
直
後
に

日
本
国
内
で
実
施
し
た
海
外
ビ

ジ
ネ
ス
関
連
企
業
向
け
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
に
よ
れ
ば
、
タ
イ

に
輸
出
あ
る
い
は
直
接
投
資
を

し
て
い
る
企
業
の
六
七
・
二
％

に
つ
い
て
、
タ
イ
の
洪
水
が
自

社
の
海
外
ビ
ジ
ネ
ス
に
影
響

を
及
ぼ
し
た
と
回
答
し
て
い

る
。
影
響
の
内
容
は
、
取
引
先

企
業
が
被
災
し
、「
自
社
製
品

の
輸
出
、
販
売
に
影
響
」
が

六
一
・
七
％
で
最
大
、
こ
れ
に

「
自
社
の
輸
入
、
調
達
に
影
響
」

が
二
四
・
五
％
で
続
い
た
。

���

当
時
、
ほ
と
ん
ど
の
企
業
は

自
社
の
一
次
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
し

        

        

 

319         223 83        13 70.1 71.0 68.6 65.0

93 72 19 2 20.4 22.9 15.7 10.0

86 65 18 3 18.9 20.7 14.9 15.0

71 49 17 5 15.6 15.6 14.0 25.0

69 47 20 2 15.2 15.0 16.5 10.0

455        314        121        20          100.0       100.0      100.0      100.0

表2　現地法人事業への影響の種類 （上位5項目）

企業数（社） シェア（％）

日本からの輸入困難
生産・事業調整
国内サプライヤーが日本からの部品等輸入困難に直面
日本への輸出困難
出張等渡航自粛
回答企業数  

全体 ASEAN 南西アジア オセアニア 全体 ASEAN 南西アジア オセアニア 

（資料）「東日本大震災」に関する現地法人緊急アンケート調査（2011年 4月、ジェトロ）      
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か
把
握
で
き
て
お
ら
ず
、複
雑
か
つ
深
長
な
Ｓ
Ｃ（
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー

ン
）
の
中
で
複
数
の
破
断
個
所
を
特
定
す
る
の
は
困
難
を
極
め
る
作

業
で
あ
っ
た
。
寸
断
個
所
を
特
定
し
た
上
で
、
被
災
企
業
の
被
害
と

復
旧
の
目
途
、
他
地
域
で
の
代
替
生
産
の
可
能
性
、
他
社
代
替
調
達

先
の
有
無
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
確
認
作
業
に
追
わ
れ
た
。
こ
れ
ら
企
業

の
中
に
は
、
洪
水
の
七
ヵ
月
前
に
起
こ
っ
た
東
日
本
大
震
災
の
経
験

か
ら
、
Ｓ
Ｃ
全
体
の
把
握
を
あ
ら
か
じ
め
進
め
て
お
り
、
そ
れ
が
早

期
復
旧
に
つ
な
が
っ
た
企
業
も
あ
っ
た
。

事
業
継
続
計
画
策
定
と
Ｇ
Ｓ
Ｃ
の
見
え
る
化

���

二
〇
一
一
年
に
国
内
外
で
発
生
し
た
大
規
模
自
然
災
害
で
、
Ｇ
Ｓ

Ｃ
復
旧
に
相
当
の
時
間
を
要
し
た
反
省
か
ら
、
事
業
継
続
計
画
（
Ｂ

Ｃ
Ｐ
）
が
改
め
て
注
目
さ
れ
た
。
東
日
本
大
震
災
を
受
け
て
、
前
述

の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
で
は
、
事
業
戦
略
方
針
を
見
直
す
意
向
を
示
し

た
企
業
の
う
ち
、三
社
に
一
社
以
上
（
シ
ェ
ア
三
五
・
七
％
）
は
、「
防

災
対
策
、
危
機
管
理
（
含
Ｂ
Ｃ
Ｐ
）
の
強
化
」
を
挙
げ
た
。
こ
の
比

率
は
、
特
に
大
企
業
で
五
八
・
六
％
に
達
す
る
。

　

内
閣
府
に
よ
れ
ば
、
東
日
本
大
震
災
お
よ
び
タ
イ
大
洪
水
の
発
生

以
前
の
二
〇
〇
九
年
で
Ｂ
Ｃ
Ｐ
を
有
す
る
企
業
の
割
合
は
、
大
企
業

で
二
七
・
六
％
、
中
堅
企
業
で
一
二
・
六
％
に
す
ぎ
な
か
っ
た
。
一
一

年
の
二
つ
の
大
規
模
自
然
災
害
、
そ
し
て
一
六
年
四
月
の
熊
本
地
震

を
経
て
、
一
九
年
の
Ｂ
Ｃ
Ｐ
保
有
率
は
大
企
業
で
六
八
・
四
％
、
中

堅
企
業
で
三
四
・
四
％
に
ま
で
向
上
し
た
。
近
年
で
は
Ｂ
Ｃ
Ｐ
保
有

を
取
引
条
件
に
加
え
る
企
業
や
、
Ｂ
Ｃ
Ｐ
の
範
囲
を
材
料
・
部
品
の

仕
入
先
を
含
め
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体
に
広
げ
る
動
き
も
出
て
お

り
、
危
機
発
生
を
あ
ら
か
じ
め
想
定
し
た
取
り
組
み
が
求
め
ら
れ
る

傾
向
に
あ
る
。

　

中
で
も
複
雑
な
Ｇ
Ｓ
Ｃ
を
「
見
え
る
化
」
し
、
突
発
的
な
事
業
継

続
上
の
問
題
が
発
生
し
た
場
合
、
す
ぐ
に
対
応
で
き
る
態
勢
を
取
っ

て
い
る
の
は
ト
ヨ
タ
で
あ
る
。
帝
国
デ
ー
タ
バ
ン
ク
に
よ
れ
ば
、
ト

ヨ
タ
自
動
車
グ
ル
ー
プ
（
主
要
関
連
会
社
・
子
会
社
計
一
五
社
）
の

下
請
企
業
は
、
日
本
全
国
で
合
計
四
万
一
四
二
七
社
に
の
ぼ
る
。
う

ち
製
造
に
携
わ
る
下
請
企
業
は
二
万
二
三
一
〇
社
で
あ
る
。
さ
ら
に

ト
ヨ
タ
の
海
外
生
産
拠
点
を
含
め
れ
ば
、
そ
の
Ｇ
Ｓ
Ｃ
に
絡
む
企
業

数
は
さ
ら
に
膨
大
な
も
の
と
な
る
。

　

ト
ヨ
タ
は
東
日
本
大
震
災
、
タ
イ
大
洪
水
を
経
て
、
Ｓ
Ｃ
の
「
見

え
る
化
」
と
「
代
替
生
産
体
制
の
整
備
」
に
取
り
組
ん
だ
。
同
社
が

二
〇
一
三
年
に
構
築
し
た
供
給
網
デ
ー
タ
ベ
ー
ス「
Ｒ
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｕ
Ｅ
」

は
、
さ
ま
ざ
ま
な
車
種
の
部
品
約
四
〇
万
点
と
、
最
大
一
〇
次
の
取

引
先
ま
で
瞬
時
に
た
ど
る
こ
と
が
で
き
る
。
従
来
は
不
足
部
品
の
種

類
と
数
量
の
把
握
に
数
ヵ
月
か
か
る
場
合
も
あ
っ
た
が
、
Ｒ
Ｅ
Ｓ
Ｃ

Ｕ
Ｅ
の
構
築
に
よ
り
一
日
程
度
で
把
握
・
対
応
で
き
る
よ
う
に
な
っ
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た
。
二
〇
一
六
年
の
熊
本
地
震
の
際
に
は
初
動
の
迅
速
化
、
復
旧
の

早
期
化
に
つ
な
が
っ
た
と
評
価
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
在
庫
に
つ
い
て

も
、
自
社
で
保
有
す
る
の
み
な
ら
ず
、
商
社
や
各
段
階
の
仕
入
先
に

分
散
し
て
在
庫
を
保
持
す
る
体
制
を
構
築
し
た
。

　

し
か
し
、
そ
れ
ら
の
災
害
を
経
て
、
強
靭
な
Ｇ
Ｓ
Ｃ
を
構
築
、「
見

え
る
化
」
を
推
進
し
て
き
た
ト
ヨ
タ
で
も
、
新
型
コ
ロ
ナ
危
機
の
影

響
か
ら
は
免
れ
る
こ
と
は
で
き
ず
、
今
回
、
操
業
の
一
時
停
止
に
追

い
込
ま
れ
た
の
だ
。

活
動
制
限
を
企
業
に
広
げ
る
国
も

��

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
は
、
当
初
東
南
ア
ジ
ア
に
お
い
て

は
、
海
外
就
労
者
も
多
い
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
や
フ
ィ
リ
ピ
ン
を
中
心
に

流
行
・
拡
大
し
た
が
、
一
方
で
ベ
ト
ナ
ム
、
タ
イ
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

は
感
染
を
抑
え
込
ん
だ
「
優
等
生
」
と
言
わ
れ
て
き
た
。

���

し
か
し
、
イ
ン
ド
で
最
初
に
確
認
さ
れ
た
、
感
染
力
を
増
し
た

デ
ル
タ
株
の
流
入
で
、
そ
れ
ら
優
等
生
の
国
々
も
暗
転
、
感
染
が
一

気
に
広
が
っ
た
。
特
に
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
最
大
の
産
業
集
積
地
タ
イ
、
近

年
、
米
中
貿
易
戦
争
の
激
化
を
受
け
て
、「
チ
ャ
イ
ナ
・
プ
ラ
ス
ワ
ン
」

の
受
け
入
れ
先
と
し
て
注
目
さ
れ
て
き
た
ベ
ト
ナ
ム
、
そ
し
て
世
界

的
な
半
導
体
不
足
を
受
け
て
繁
忙
度
が
増
し
て
い
た
電
気
・
電
子
産

業
の
集
積
地
マ
レ
ー
シ
ア
で
の
感
染
拡
大
の
影
響
は
、
Ｇ
Ｓ
Ｃ
を
通

じ
て
世
界
に
広
が
っ
た
。

���

特
に
、
機
械
系
部
品
か
ら
小
さ
な
電
子
部
品
ま
で
、
車
種
に
よ
っ

て
は
三
～
五
万
点
と
も
い
わ
れ
る
部
品
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
る
自
動

車
は
、
国
境
を
越
え
て
、
複
雑
で
長
い
Ｇ
Ｓ
Ｃ
が
構
築
さ
れ
て
い
る
。

新
型
コ
ロ
ナ
危
機
は
世
界
全
体
が
抱
え
る
リ
ス
ク
で
あ
り
、
突
発
的

に
発
生
す
る
Ｇ
Ｓ
Ｃ
寸
断
を
事
前
に
予
測
す
る
こ
と
は
難
し
い
。

　

今
年
春
以
降
、
タ
イ
で
は
四
月
中
旬
の
タ
イ
正
月
で
旅
行
や
帰
省

が
増
え
た
こ
と
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
で
は
五
月
中
旬
の
イ
ス
ラ
ム
教
の

断
食
明
け
大
祭
レ
バ
ラ
ン
に
伴
う
人
の
流
れ
を
十
分
に
抑
制
で
き
な

か
っ
た
こ
と
も
感
染
拡

大
の
要
因
と
な
っ
た
。

　

最
も
拡
大
が
深
刻

だ
っ
た
の
は
マ
レ
ー
シ

ア
で
、
一
〇
万
人
当
た

り
の
週
間
新
規
感
染
者

数
は
四
五
〇
人
を
上

回
っ
た
。
ブ
ル
ネ
イ
、

タ
イ
で
同
二
〇
〇
人
台

前
半
、
二
〇
年
に
最
も

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
で
感
染
が

拡
大
し
た
イ
ン
ド
ネ
シ

 表 3　ASEAN各国の週間新規感染者数のピーク
10万人当たり
新規感染者数（人） 期間

（資料）ジョーンズ・ホプキンス大学 

マレーシア
ブルネイ
タイ
インドネシア
シンガポール
フィリピン　
ベトナム
ミャンマー
カンボジア
ラオス
日本（参考）

458.4
226.9
215.8
129.6
121.9
133.3
92.6
75.2
42.5
32.7
125.2

2021 年 8 月 22 ～ 28 日
2021 年 8月 15 ～ 21 日
2021 年 8月 8～ 14 日
2021 年 7月 11 ～ 17 日
2020 年 4月 19 ～ 25 日
2021 年 9月 5～ 11 日
2021 年 9月 5～ 11 日
2021 年 7月 18 ～ 24 日
2021 年 7月 4～ 10 日
2021 年 8月 15 ～ 21 日
2021 年 8月 15 ～ 21 日

（9月12日時点）
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ア
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
で
一
三
〇
人
程
度
で
あ
っ
た
。
こ
れ
ら
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ

Ｎ
各
国
の
感
染
の
ピ
ー
ク
は
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
を
除
き
二
〇
二
一
年

第
３
四
半
期
（
七
～
九
月
）
に
集
中
し
て
お
り
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
ベ

ト
ナ
ム
は
九
月
に
入
っ
て
も
感
染
者
数
拡
大
に
歯
止
め
が
か
か
っ
て

い
な
い
（
表
３
）。

���

こ
れ
ま
で
東
南
ア
ジ
ア
各
国
の
感
染
拡
大
抑
制
策
は
、
行
動
制
限

な
ど
個
人
に
対
す
る
措
置
が
主
で
、
経
済
へ
の
影
響
を
極
力
回
避
す

べ
く
、
製
造
業
の
事
業
継
続
に
配
慮
し
て
き
た
。
例
え
ば
、
自
動
車

を
中
心
に
産
業
が
集
積
す
る
タ
イ
で
は
、
夜
間
の
貨
物
輸
送
や
県
境

移
動
が
規
制
さ
れ
る
な
ど
物
流
上
で
制
約
は
あ
っ
た
も
の
の
、
工
場

な
ど
で
ク
ラ
ス
タ
ー
が
発
生
し
た
場
合
を
除
き
、
事
業
継
続
が
容
認

さ
れ
て
い
る
。
今
回
の
感
染
拡
大
期
は
、
ベ
ト
ナ
ム
、
マ
レ
ー
シ
ア

な
ど
で
企
業
の
事
業
運
営
に
直
結
す
る
措
置
が
導
入
さ
れ
、
生
産
活

動
に
影
響
を
及
ぼ
し
た
。

���

ベ
ト
ナ
ム
は
今
年
五
月
以
降
、
感
染
拡
大
の
深
刻
化
を
受
け
て
、

移
動
制
限
に
加
え
、
工
場
の
操
業
継
続
の
条
件
と
し
て
従
業
員
が
工

場
敷
地
内
や
特
定
の
宿
舎
に
寝
泊
ま
り
し
て
働
く
「
工
場
隔
離
」
政

策
が
取
ら
れ
た
。
従
業
員
は
い
っ
た
ん
帰
宅
す
る
と
、
再
出
勤
が
で

き
な
く
な
り
交
替
が
認
め
ら
れ
な
い
。
こ
の
措
置
を
嫌
気
し
て
退
職

す
る
従
業
員
も
少
な
く
な
く
、
稼
働
率
が
低
下
し
て
い
る
。

���

マ
レ
ー
シ
ア
は
五
月
上
旬
に
全
国
規
模
の
活
動
制
限
令
を
導
入
、

六
月
に
は
ロ
ッ
ク
ダ
ウ
ン
を
実
施
し
、
政
府
が
必
要
不
可
欠
と
認
め

た
業
種
以
外
は
生
産
活
動
を
大
幅
に
制
限
し
た
。
工
場
な
ど
の
生
産

現
場
を
含
め
た
出
社
制
限
が
敷
か
れ
、
ロ
ッ
ク
ダ
ウ
ン
中
に
許
容
さ

れ
る
出
勤
率
の
上
限
は
、
電
気
お
よ
び
電
子
機
器
等
は
六
〇
％
、
自

動
車
や
鉄
鋼
な
ど
は
一
〇
％
と
さ
れ
る
な
ど
、
こ
れ
ら
企
業
の
稼
働

率
の
低
下
は
、
直
接
的
に
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
に
影
響
を
与
え
た
。

日
本
国
内
の
工
場
が
次
々
と
操
業
停
止
に

���

ベ
ト
ナ
ム
や
マ
レ
ー
シ
ア
で
、
活
動
制
限
が
個
人
か
ら
企
業
活
動

に
ま
で
広
げ
ら
れ
た
こ
と
で
、
Ｇ
Ｓ
Ｃ
は
大
混
乱
に
陥
っ
た
。
特
に

自
動
車
企
業
が
、次
々
に
操
業
の
一
時
停
止
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
。

　

ト
ヨ
タ
は
七
月
中
旬
、
東
南
ア
ジ
ア
か
ら
の
部
品
供
給
不
足
に
よ

り
国
内
一
工
場
一
ラ
イ
ン
の
稼
働
停
止
を
発
表
し
た
が
、
間
も
な
く

稼
働
停
止
の
範
囲
を
拡
大
、
八
～
九
月
は
国
内
完
成
車
工
場
の
全

一
四
工
場
二
八
ラ
イ
ン
の
う
ち
一
四
工
場
二
七
ラ
イ
ン
に
ま
で
稼

働
停
止
を
拡
大
し
た
。
そ
の
結
果
、
従
来
の
生
産
計
画
（
八
月
時

点
）
に
対
し
、
九
月
で
約
七
万
台
（
海
外
四
万
台
、
国
内
三
万
台
）、

一
〇
月
分
で
約
三
三
万
台
（
海
外
一
八
万
台
、
国
内
一
五
万
台
）
の

減
産
見
通
し
と
な
り
、
最
終
的
に
二
〇
二
一
年
度
の
グ
ロ
ー
バ
ル
生

産
台
数
見
通
し
を
九
三
〇
万
台
か
ら
九
〇
〇
万
台
に
下
方
修
正
し

た
。
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Ｇ
Ｓ
Ｃ
維
持
に
こ
れ
だ

け
注
力
し
て
き
た
ト
ヨ
タ

が
稼
働
停
止
を
余
儀
な
く

さ
れ
た
こ
と
に
、
産
業
界

は
大
き
な
衝
撃
を
受
け
て

い
る
。
ホ
ン
ダ
も
三
月
以

降
、
狭
山
工
場
（
四
輪
）

の
生
産
休
止
に
始
ま
り
、

六
月
に
か
け
て
国
内
四
輪
の
三
工
場
（
寄
居
、
狭
山
、
鈴
鹿
）
の
四

ラ
イ
ン
を
一
時
休
止
し
た
。
日
産
も
三
～
四
月
に
か
け
て
、
国
内
三

工
場
（
追
浜
、
栃
木
、
九
州
）
で
生
産
調
整
を
し
た
。
他
に
も
、
ス

バ
ル
、
マ
ツ
ダ
、
軽
自
動
車
が
主
力
の
ス
ズ
キ
、
ダ
イ
ハ
ツ
も
稼
働

停
止
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
。

　

こ
の
Ｇ
Ｓ
Ｃ
の
混
乱
は
日
本
の
み
な
ら
ず
世
界
に
も
広
が
っ
て
い

る
。
東
南
ア
ジ
ア
を
グ
ロ
ー
バ
ル
生
産
・
輸
出
拠
点
と
し
て
い
る
自

動
車
・
同
部
品
企
業
も
少
な
く
な
い
。
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
は
自
動
車
部
品

（
Ｈ
Ｓ
８
７
０
８
）の
輸
出
で
世
界
第
八
位
で
あ
る
。輸
出
相
手
先
は
、

二
〇
二
〇
年
で
日
本
が
一
七
・
八
％
を
占
め
、
こ
れ
に
米
国
、
中
国

が
続
く
。
さ
ら
に
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
製
自
動
車
部
品
は
南
ア
フ
リ
カ
や
中

米
の
メ
キ
シ
コ
、南
米
の
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
に
ま
で
輸
出
さ
れ
て
い
る（
表

４
）。

新
型
コ
ロ
ナ
危
機
が
Ｇ
Ｓ
Ｃ
に
示
唆
す
る
も
の

���

日
本
企
業
は
Ｆ
Ｔ
Ａ
な
ど
の
後
押
し
を
受
け
な
が
ら
、
Ｇ
Ｓ
Ｃ
を

構
築
し
て
き
た
。
さ
ら
に
自
然
災
害
を
通
じ
て
、在
庫
の
積
み
増
し
、

調
達
先
の
分
散
を
意
味
す
る
複
数
購
買
、
代
替
生
産
先
の
確
保
、
そ

し
て
こ
れ
ら
の
「
見
え
る
化
」
な
ど
、
更
な
る
強
靭
化
を
図
っ
て
き

た
。
一
部
の
企
業
は
、
製
造
工
程
や
技
術
基
盤
の
国
内
回
帰
、
Ｓ
Ｃ

の
国
内
完
結
を
選
択
し
た
が
、
そ
れ
で
も
完
全
に
は
リ
ス
ク
を
排
除

で
き
な
い
。
国
内
回
帰
で
も
コ
ス
ト
競
争
力
の
減
退
や
自
然
災
害
の

リ
ス
ク
は
残
る
。
在
庫
の
積
み
増
し
は
、
特
に
製
品
の
ラ
イ
フ
サ
イ

ク
ル
が
短
い
分
野
で
は
企
業
に
と
っ
て
重
い
負
担
で
あ
る
。

���

今
般
の
新
型
コ
ロ
ナ
危
機
に
み
ら
れ
た
よ
う
に
、
Ｇ
Ｓ
Ｃ
維
持

の
完
全
な
対
策
は
な
い
。
対
策
の
主
眼
は
、
特
定
国
へ
の
過
度
な

依
存
の
改
善
と
、
製
品
や
部
品
の
ボ
ト
ル
ネ
ッ
ク
の
解
消
で
あ
る
。

二
〇
一
〇
年
以
前
、
企
業
は
「
集
中
生
産
」
に
よ
る
経
済
性
・
効
率

性
を
追
求
し
た
。
一
〇
年
以
降
、「
供
給
途
絶
リ
ス
ク
」
の
回
避
と

の
間
で
「
バ
ラ
ン
ス
」
が
よ
り
重
要
視
さ
れ
る
。
現
代
の
Ｇ
Ｓ
Ｃ
は
、

Ｅ
Ｓ
Ｇ
（
環
境
・
社
会
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
）
や
「
人
権
」
の
観
点
、
さ

ら
に
は
米
国
と
中
国
と
の
覇
権
争
い
の
長
期
化
を
見
据
え
て
構
築
す

る
必
要
が
あ
る
。
強
靭
性
の
あ
る
Ｇ
Ｓ
Ｃ
構
築
作
業
は
、
終
わ
り
の

な
い
作
業
で
あ
り
、
企
業
の
模
索
は
続
い
て
い
く
だ
ろ
う
。
●

 表4　ASEANの自動車部品の輸出
輸出額 シェア

日本
米国
中国
豪州
南アフリカ
メキシコ
インド
アルゼンチン
香港
パキスタン
世界

17.8 
15.4 
10.2 
5.8 
5.7 
4.7 
4.2 
2.8 
2.7 
2.7 

100.0 

1,659
1,429
948
540
527
438
387
262
253
252
9,301

（資料）国連COMTRADE  

 
   

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

( 単位：100万ドル、％)

（2020年）




